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令和７年４月 

大津町監査委員 

 

令和７年度 大津町監査計画 

 

１ 目的 

  令和７年度において、地方自治法、地方公営企業法及び地方公共団体の財政

の健全化に関する法律及び大津町監査基準に基づいて監査委員が行う監査、

検査及び審査その他の行為（以下「監査等」という。）の公正で効率的かつ効

果的な執行を確保するため、大津町監査基準第７条の規定に基づき、次のとお

り監査計画を定める。 

なお、この監査計画は、必要に応じて変更又は追加するものとする。 

 

２ 基本方針 

世界的半導体企業であるＪＡＳＭ第１工場の菊陽町への進出決定以降、当

町への半導体関連企業等の旺盛な進出の動きや、既存企業における事業規模の

拡大・拡張が相次ぎ、今、大津町の状況は大きな飛躍に向けた転換期を迎えよ

うとしている。 

このような状況の中、企業進出に伴う人・物等の増加に伴う地域交通対策と

しての空港アクセス道路整備や中九州横断道路「大津道路」の新規事業化など

のインフラ整備、及び企業進出の受け皿としての工業団地造成が予定されると

ころである。 

また、既存事業としての小・中学校等の公共施設の更新・改修や高齢化対策

などの社会保障事業の充実、今後の町づくり対策の基礎となる大津町都市計画

マスタープランの見直しなど多面的な政策推進が喫緊の課題となる。 

町はそういった様々な課題に対応し、合理的かつ効果的な行財政運営を推

進していかなければならない。 

このように難しく厳しい局面において、本年度の監査に当たっては、行財政

運営の正確さはもとより限られた財源と人的資源をもって、いかに合理的・能

率的・効果的な運営を行っているかを重点的に監査を行う。 

 

３ 監査等の種別と方針 

（１）財務監査（定期監査） 

（地方自治法第１９９条第１項・第４項、監査委員に関する条例第４条、町監査基準第２条第１号） 

財務に関する事務の執行及び経営に係る事業が法令に適合し、正確で適

正かつ効率的に行われ最小の経費で最大の効果が挙げられるようにし、組

織及び運営の合理化に努めているか監査する。 
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（２）行政監査 

（地方自治法第１９９条第２項、町監査基準第２条第２号） 

組織、人員、事務処理方法など事務の執行が法令等に適合し、正確で適正

かつ効果的に行われているか監査する。 

 

（３）随時監査 

（地方自治法第１９９条第５項、監査委員に関する条例第５条） 

必要があると認めるとき、定期監査に準じて実施する。 

 

（４）財政援助団体等監査 

（地方自治法第１９９条第７項、監査委員に関する条例第７条、町監査基準第２条第３号） 

町が財政的援助を行っている団体（以下「補助金等交付団体」という。）

を対象とする。 

補助金等交付団体の出納その他の事務の執行が補助金交付規則及び補助

金交付基準に関する要綱等に沿って適正かつ効果的に執行されているか監

査する。 

 

（５）決算審査 
（地方自治法第２３３条第２項、地方公営企業法第３０条第２項、監査委員に関する条例第９条、町監査基準

第２条第４号） 

決算その他関係書類の計数の正確性を検証するとともに、予算の執行又

は事業の経営が、適正かつ効率的に行われているか監査する。 

 

（６）例月出納検査 

（地方自治法第２３５条の２第１項、監査委員に関する条例第８条、町監査基準第２条第５号） 

各会計の現金の出納について、毎月の計数、証票書類の合理性、また必

要に応じて現金保管状況等を確認するとともに、町の財政収支の動態を主

として計数面より把握し、出納事務が正確に行われているか検査する。 

 

（７）基金運用審査 

（地方自治法第２４１条第５項、監査委員に関する条例第９条、町監査基準第２条第６号） 

基金の運用状況等の計数が正確かを確認するとともに、基金の設置目的

に沿って、適正かつ効率的に行われているか監査する。 

なお、毎月の例月出納検査時に金融機関別預金調書等を基に確認を行い、

決算審査と併せて総合的な審査を行う。 

 

（８）健全化判断比率等審査 

（地方公共団体の財政の健全化に関する法律第３条第１項・第２２条第１項、町監査基準第２条第７号） 
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一般会計等の健全化判断比率（実質赤字比率・連結実質赤字比率・実質公

債比率・将来負担比率）等の基礎となる書類に基づき、適正に算定されてい

るか監査する。 

 

（９）その他の監査等 

   監査の要求もしくは請求があったとき又は監査委員が必要があると認め

るときは、監査委員の協議に基づき監査等を実施する。 

 

４ 監査等の実施時期 

（１） 令和７年度における監査等は、概ね別表に定める「令和７年度大津町監

査業務年間計画」に従い実施する。 

なお、都合により予定の変更や追加を行うことがあるものとする。 

 

（２） 監査対象課等詳細については、各監査実施前に通知する。都合により監

査日時の変更を希望する場合は、その申し出により協議のうえ、変更する

ことができるものとする。 

 

５ 監査実施要領及び実施体制 

（１） 監査対象課等においては、監査委員の指示した資料を準備し、定められ

た期限内に監査委員書記へ提出しなければならない。 

 

（２） 監査委員は提出された監査資料を確認のうえ、監査等を行う。 

 

（３） 監査等は、関係書類、帳簿等を点検し、併せて必要に応じて関係職員か

ら概況聴取することにより行う。なお、必要に応じて現地調査を行うもの

とする。 

 

（４） 監査等は、監査等の種類、対象、目的、管理点検体制及び内部監査の信

頼性の程度を勘案して、試査又は精査により行うものとする。この場合に

おいて、試査によるときは、その範囲を合理的に決定しなければならない。 

 

６ 監査等の結果報告及び公表等 

（１） 各監査等の結果については、監査委員協議により取りまとめ、必要に応

じて議会、町長及び関係機関に報告する。 

 

（２） 地方自治法に規定する監査の結果に関する報告の公表は、監査委員に関

する条例第１１条の規定により行い、その内容を町ホームページにも掲
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載する。 

 

７ その他 

 その他必要な事項については、監査委員が別に定める。 
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資料１ 

監査種別一覧 

監査種別 根拠条文 監査対象 実施時期 

財務監査（定期監

査） 

地方自治法 

第 199 条第 1・4項 

一般会計 

特別会計 

公営企業会計 

９月～１１月 

行政監査 
地方自治法 

第 199 条第 2項 
同上 

必要と認めるとき 

（必要に応じて他の

監査等を行う際に、広

く行政監査の視点も

用いる。） 

財政援助団体等監

査 

地方自治法 

第 199 条第 7項 

財政援助団体 

出資団体 
１０月 

決算審査 

地方自治法 

第 233 条第 2項 

第 241 条第 5項 

公営企業法 

第 30条第 2項 

一般会計 

特別会計 

公営企業会計 

６月～８月 

基金運用審査 
地方自治法 

第 241 条第 5項 
各種基金 

決算審査と併せて

実施 

例月出納検査 
地方自治法 

第 235 条の 2第 1項 

一般会計 

特別会計 

公営企業会計 

毎月２０日から末

日の間 

（条例第 8条） 

健全化判断比率等

審査 

地方公共団体の財政

の健全化に関する法

律第 3条第 1項・第 22

条第 1項 

同上 
決算審査と併せて

実施 

その他要求等に基

づく監査 

・直接請求監査 

・議会の請求監査 

・長の要求監査 

・住民監査請求監査 

地方自治法 

第 75 条、第 98条第 2

項 

第 199 条第 6 項、第

242 条 

請求の機関 要求等に応じて 

 

※上記に加え、監査委員が必要と認めるときに監査を実施する（随時監査） 
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資料２ 

大津町監査の基本項目 

区  分 基本項目 主な着眼点 

１ 前年度監査等

の結果（指摘）に

対する措置状況 

是正改善の取組 前年度定期監査又は決算審査で是正又は検討を

求めた事項は、是正又は検討されているか 

２ 収入事務 収入調定 調定事務の遅れ又は調定漏れはないか 

調定金額は適正か 

摘要欄に必要事項を簡潔に記載又は必要書類の

写しを添付しているか 

収納現金の管理 金融機関への払込みは適正か 

滞納金等への対

応 

滞納金等に対する対応策を定めているか 

滞納金等に対する対応策は適切か 

３ 支出事務 負担行為の時期 支出負担行為の時期は適正か 

摘要欄に必要事項を簡潔に記載しているか 

支払の時期 支払時期は適正か 

資金前渡の管理 現金の管理は適正か 

検収、検査 検収、検査を行っているか 

４ 契約事務 随意契約の根拠 随意契約の理由は適正か 

随意契約の理由書を添付しているか 

契約書の作成 契約書の作成は適正か 

契約書に必要な条項があるか 

書類の整理 契約に関する書類チェック表を作成し添付して

いるか 

５ 工事の施工に

関する事務 

工事の施工管理 設計及び積算は妥当か 

設計変更（内容、理由、時期等）は適正か 

施工監督（安全性、確認検査等）は適切か 

６ 補助金の交付

に関する事務 

要綱等の制定 要綱・要領に必要な項目は規定されているか 

交付決定等の時

期 

要綱・要領に沿った事務処理となっているか 

事業実績の検査 補助事業の実績は交付目的に適合しているか 

補助額は適正か 

７ 財産・物品等

管理事務 

物品の管理 郵便切手類等の管理は適正か 

備品台帳は適正に作成されているか 

８ その他 公文書の作成 公文書の作成は適正か 

服務管理 

 

月８０時間以上時間外勤務をしていないか 

休暇はとれているか 

※基本項目以外の項目についても、必要に応じて監査を実施することがある。 
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令和７年度 大津町監査業務年間計画

※日程は都合により変更となる場合があります

業務内容 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 R8.１月 R8.２月 R8.３月

例月出納検査（毎月） 23日(水)
26日(月)

27日(火)

24日(火)

25日(水)
28日(月) 26日(火) 24日(水) 27日(月) 26日(水) 24日(水) 27日(火) 25日(水) 25日(水) ※毎月25日前後で調整

財政援助団体等監査（10月）
3日間

程度

決算審査（7月～8月）

9月定例会

初日にて

決算報告

定期監査（9月～11月）

熊本県町村監査委員協議会

理事会、理事・事務局長合同

会議、監事会

監事会

30日(月)

合同会議

2日(水)

理事会

21日(金)

合同会議

26日(木)

熊本県町村監査委員協議会

総会・研修会（7月、3月）

臨時総会

研修会

9日(水)

定期総会

研修会

未定

町村監査委員全国研修会

〔東京〕（10月）
16日(木)

年間計画打合せ 11日(金)

※上記に加え、監査委員が必要があると認めるときに監査を実施する（随時監査）

計16日程度

（8月下旬に報告会実

施）

計15日程度

（11月中旬に報告会実施）


